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日本人の社会意識に関する世論調査(Waseda-CASI&PAPI2007) 

調査の概要 

 

１．調査の目的 

 本調査は、早稲田大学 21 世紀 COE プログラム「開かれた政治経済制度の構築」および

W-CASI2007研究会（代表：田中愛治）が 2007年 6月 16日から 7月 11日（第 1波）と同年 8

月 25 日から 9 月 17 日（第 2 波）にかけて行った、『日本人の社会意識に関する世論調査』と題

する、全国世論調査である。本調査の目的は、2007年 7月に行われた参議院議員通常選挙に際し

ての態度や行動をはじめとして、有権者が政治に対しどのような立場や意見をもっているか、政

治制度や社会制度についてどのような関心や知識をもっているか、さらには経済状況や新しく生

じつつあるさまざまな社会問題についてどのような見通しや評価をもっているかを、体系的に明

らかにすることであった。 

 本調査は、とくに次の点に注意を払ってデザインされた。１）調査対象者のうち半数をノート

パソコンを用いた CASI方式（Computer-Assisted Self-administered Interview）で、もう半数

を従来型の面接方式で実施し、原則として同じ質問を尋ねることで調査モードによる回答分布の

違いを分析できるようにしたこと、２）CASI 方式では CGI や Adobe Flash を活用することで、

従来の調査より動的でインタラクティブな調査環境を構築したこと、３）２）の技術を活用する

ことで、調査員による聞き取りという従来の調査方式よりも、回答者に対する負担の軽減をはか

るとともに、各質問項目への回答時間や調査の中断時間を測定し、質問項目が回答者に与える負

担の程度を計測できるようにしたこと、４）従来、実験室に被験者を集めたり、インターネット

を用いて実施していた実験を、CASI 方式を応用することで、外的妥当性のあるサンプルで実施

できるようにしたこと、５）事前に小規模ながらプリテストを行い、質問の聞き方や画面の配置

などに微調整をほどこしたこと、などである。 

 

２．データの種類、調査画面など 

 本調査が提供するデータは以下のとおりである。 

  ・wC&P07-Main_Ver1（回答データ 変数名：aX［事前調査］、bX［事後調査］ Xは数字） 

 以下は CASI方式のみのデータである。 

  ・wC&P07-Time_Ver1（回答時間データ 変数名：a(b)XRT） 

                          （中断時間データ 変数名：a(b)XIT） 

    ・wC&P07-Sequence_Ver1（回答順序データ ※） 

   ※変数名：a(b)XDSx1st(2nd...)：選択肢がランダマイズされている質問項目において、 

                   何番目にどの選択肢が表示されたか 

        変数名：a(b)XxCS1st(2nd)：複数回答の質問項目において、1番～X番目に何が選択 

                  されたか 

詳細については、「wC&P07-SPSS データ説明資料_Ver1.xls」を参照のこと。なお、実際に調査

に用いられた調査画面については、早稲田大学グローバル COE プログラム「制度構築の政治経

済学」ウェブサイト（http://globalcoe-glope2.jp/w-casi）から閲覧することができる。また、

「wC&P07-前調査画面」、「wC&P07-後調査画面」の各フォルダに html 画面が保存されている。

調査票との対応関係は、「wC&P07-SPSSデータ説明資料_Ver1.xls」資料７の表を参照されたい。 
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３．主要な調査項目 

・投票をはじめとする政治参加 

・選挙における支持政党や政策争点に対する態度 

・社会や政治への期待 

・政治についての知識および評価 

・対象者の属性について、など 

 

４．調査設計と実施状況 

 2007年参議院選挙前（第 1波）・選挙後（第 2波）のパネル調査として、次の 2種類の調査を

同時に実施。 

① 面接員が持参するノートパソコンに回答者が回答を入力する調査（Computer Assisted 

Self-Interview、 CASI） 

② 面接員が調査票（紙）にて行う、従来の面接調査（Paper And Pencil Interview、PAPI） 

 

１）調査地域 全国 

２）母集団 全国の満 20歳以上の男女個人（年齢の上限なし） 

３）調査期間 2007年参議院選挙前（第 1波）と選挙後（第 2波）の計 2波の調査 

       ・第 1波 2007年 6月 16日（土）～ 7月 11日（水）  

 ・第 2波 2007年 8月 25日（土）～ 9月 17日（月） 

 なお、2007年参議院選挙の日程は、2007年 7月 12日（木）公示、7月 29

日（日）投票 

４）抽出方法 層化二段無作為抽出法 （「補足 1. 標本抽出方法」を参照） 

５）抽出名簿 選挙人名簿（一部、住民住民基本台帳） 

６）地点数 CASI: 115地点、PAPI: 115地点 

７）標本数・回収率 

①調査の設計段階で設定した標本数は、下表①のとおり。 

 

＜表① 設定標本数＞ 

 

 1地点あたり

の標本数 

地点数 設定標本数 

第１波 CASI  第１波対象者     16人 115地点 1,840人 

PAPI  第１波対象者     16人 115地点 1,840人 

第２波 CASI  第 1波回答者 

             第 2波補充対象者※ 

      - 

     ６人 

115地点  736人 

 690人 

    合 計  1,426人 

 PAPI  第 1波回答者 

             第 2波補充対象者※ 

      - 

     ６人 

115地点  817人 

 690人 

    合 計  1,507人 

  ※ 第 2波補充対象者については、「②総抽出標本数」を参照。 
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②総抽出標本数  CASI 2,990人（1地点あたり 26人 × 115地点） 

 PAPI 2,990人（1地点あたり 26人 × 115地点） 

 

 なお、1地点あたり 26の抽出数の内訳とその設定数の根拠は次のとおり。 

・第 1波対象者： 16 

  地点数 115に対して、1,840の設定標本数を得るため必要なサンプル数。 

・第 2波補充対象者： 6 

  「第 2波補充対象者」は、第 1波・第 2波それぞれの回収率を考慮して、第 2波のみの

回収数が第 1波のそれと同じだけ確保できように、あらかじめ用意したサンプル。それを

6とした根拠は次のとおり。 

- 第 1波の回収率を 44%と想定し、第 1波の回収見込み数を 810（1,840×.44）と設定。 

- その 810の第 1波回答者に対して、第 2波では 70%の回収が得られると想定すると、第

1波・第 2波の両派を完了する見込みサンプル数が 567（810×.70）となる。 

- その上で、第 2 波の完了回収数を 800（第 1 波の回収見込み数相当）にするには、233

の新規回収が必要である。そのための追加サンプルの回収率を（第 1 波と同じく）44%

と想定すると、追加必要サンプル数は 530（233/.44）となる。 

- それを 115 地点に配分すると、1地点あたり 4.6（530/115）サンプルとなる。それを繰

り上げたうえ、回収率が見込みより悪い場合に備えて、さらに 1 追加をして、最終的に

6サンプルと設定した。 

・対「不備票」補充対象者： 3（第 1波用）、1（第 2波用） 

  抽出サンプルの中には、選挙人名簿（あるいは、住民住民基本台帳）の不備のために、

母集団には本来は含まれないサンプル（転居・死亡）や、調査員の「努力」のみでは接触

が不可能なサンプル（名簿・建物に部屋番号／表札なし）が含まれる。そこで、それらに

ついては、サンプルの差し替えをすることとした。そのために、あらかじめ抽出した対象

者を「対『不備票』補充対象者」として、第 1 波、第 2 波と、それぞれ 3、1 ずつ用意し

た。（注 1） 

  なお、この「対『不備票』補充対象者」に対する「差し替え」ルールは、上記「第 2 波

補充対象者」についても同様に適用した。（注 2） 

 

  そして、抽出サンプルの使用順序は下記の通りである。 

  抽出サンプル番号 

   No. 1 〜16： 第１波対象者 

   No. 17 〜19： 第 1波対「不備票」補充対象者 

   No. 20 〜25： 第 2波補充対象者 

   No. 26     ： 第 2波対「不備票」補充対象者 

 

（注 1） 結果的には、「対『不備票』補充対象者」としての 3 および 1 のサンプル数は不十分

であった。つまり、「差し替え」の対象となった対象者数が 3（あるいは、事後では 1）

より大きく、必要な差し替えができなかった地点があった。その結果、設定標本数

（1,840）を満たすことができなかった（表②も、併せて参照）。 
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（注 2） 実際の「差し替え」に当たっては、1)「差し替え」対象理由に合致するかどうかを具

体的に家族・近隣住民などから確認し、2) 調査会社の実査責任者の承諾を得た上で

実施するように、調査員に対しての指示を徹底した。 

 ③回収率 

 

 実質標本数（その定義は表下の※参照）を分母とした回収率は、表②のとおり。また、回収で

きなかった「不能票」の不能理由の内訳については、「補足 2. 実施状況の詳細」を参照のこと。 

 

＜表② 設定標本数・実質標本数・回収標本数・回収率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注：「設定標本数」・「予備充当不足数」・「実質標本数」について 

・「設定標本数」：調査設計に基づいて設定した、設定標本数（4.7 ①を参照）。 

・「予備充当不足数」と「実質標本数」：「4.7の②」の注 1のとおり、「対『不備票』補充対

象者」で補充をしても、設定標本数を満たすことができない地点があった。その不足分を「予

備充当不足数」として、掲載している。そして、「設定標本数」から、この「予備充当不足数」

を差し引いたものを「実質標本数」とした。 

 

８）プリテスト（準備調査） 

本調査に先駆けて、下記の日程でプリテスト（準備調査）を実施した。第 1 波は 2007 年 5 月

29日（火）から 6月 4日（月）にかけて、第 2波は 2007年 8月 1日（水）から 8月 6日（月）

にかけて、それぞれ東京都内の 50人の有権者を対象に行った。W-CASI研究会 2007のメンバー

出席のもと調査会社と共同で調査員へのインストラクション（調査要領の指示説明）を実施した。

第 1波では 6月 5日（火）、第 2波では 8月 7日（火）に、プリテストをお願いした 10名の調査

員からヒアリングを行い、そこで得られた意見を調査内容や方法の改善に役立てた。 

 

９）調査員へのインストラクション（調査要領の指示説明） 

 調査員へのインストラクション（調査要領の指示説明）を下記の日程で実施した。第１波は、

設定標本数
予備充当
不足数

実質標本数 有効回収数 回収率 回収不能数 不能率

1,840人 4人 1,836人 736人 40.1% 1,100人 59.9%

1,840人 2人 1,838人 817人 44.5% 1,021人 55.5%

3,680人 6人 3,674人 1,553人 42.3% 2,121人 57.7%

合　計 1,426人 16人 1,410人 780人 55.3% 630人 44.7%

①'第１波回答者 736人 0人 736人 516人 70.1% 220人 29.9%

②補充対象者 690人 16人 674人 264人 39.2% 410人 60.8%

合　計 1,507人 9人 1,498人 933人 62.3% 565人 37.7%

①'第１波回答者 817人 0人 817人 619人 75.8% 198人 24.2%

②補充対象者 690人 9人 681人 314人 46.1% 367人 53.9%

合　計 2,933人 25人 2,908人 1,713人 58.9% 1,195人 41.1%

①'第１波回答者 1,553人 0人 1,553人 1,135人 73.1% 418人 26.9%

②補充対象者 1,380人 25人 1,355人 578人 42.7% 777人 57.3%

第
２
波

Ｃ
Ａ
Ｓ
Ｉ

Ｐ
Ａ
Ｐ
Ｉ

合
　
計

第
１
波

ＣＡＳＩ

ＰＡＰＩ

合　計
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東京（2007年 6月 12日）、札幌、名古屋、広島、福岡（いずれも 6月 13日）、大阪（6月 14日）、

仙台（6月 15日）とW-CASI研究会 2007のメンバーが全国 7か所に出張して調査会社との共同

で実施し、本調査に携わる調査員全員が同じ要領で調査任務を遂行できるよう指示を徹底した。

第 2 波は、W-CASI 研究会 2007 の監督のもと、調査会社が全国 7 か所で調査員全員に対してイ

ンストラクションを実施し、調査要領の指示説明を行った。 

 

１０）調査実施委託機関 株式会社 日本リサーチセンター 

 

 

５．データの利用 

 本データを利用した分析結果を公表する場合は、次の（1）か（2）のいずれかに従ってその出

典を明記すること。 

 

（1）本研究は、日本人の社会意識に関する世論調査（Waseda-CASI&PAPI2007）データを利用

している。本データは、コンピュータを用いた面接式の全国世論調査（CASI: Computer Assisted 

Self-Administered Interview, Waseda-CASI2007）と、一般的な紙の調査票による面接式の全国

世論調査（PAPI: Paper-and-Pencil Interview, Waseda-PAPI2007）の 2つから構成され、両調

査ともに田中愛治（調査代表者）、船木由喜彦、西澤由隆、久米郁男、品田裕、河野勝、山田真裕、

清水和巳、栗山浩一、福元健太郎、堀内勇作、渡部幹、日野愛郎、今井耕介、今井亮佑、森本裕

子によって、また荒井紀一郎、大石昇平、三村憲弘、山崎新、山本鉄平の各氏の助力を得て実施

された。Waseda-CASI2007 については、文部科学省科学研究費補助金基盤研究 A「政治変動と

日本人の意志決定のメカニズム－心理学・経済学実験と全国世論調査の統合－（研究代表者：田

中愛治 課題番号：18203008）」から、Waseda-PAPI2007 については文部科学省私立大学学術

研究高度化推進事業オープン・リサーチ・センター整備事業「政治経済制度・価値理念の比較研

究プロジェクト」（研究代表者：須賀晃一）からの補助金を受けて実施された。日本人の社会意識

に関する世論調査（Waseda-CASI&PAPI2007）（寄託者名：W-CASI 研究会 2007）の個票デー

タは、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター（SSJDA）より提

供を受けた。本研究における分析は全て著者（達）の責任によって行われたものであり、これら

のデータを収集した研究者グループ、もしくはデータを配布した SSJDAに責任はない。 

 

（2）日本人の社会意識に関する世論調査（Waseda-CASI&PAPI2007）（寄託者名：W-CASI 研

究会 2007）の個票データは、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セン

ター（SSJDA）より提供を受けた。本研究における分析は全て著者（達）の責任によって行われ

たものであり、これらのデータを収集した研究者グループ、もしくはデータを配布した SSJDA

に責任はない。 

 

６．関連調査一覧 

本研究グループは、2003年から主に国政選挙時を中心に全国世論調査を継続的に実施している。

各調査の調査時期、及び調査名を以下に記載した。また、2007年以降に実施した調査については、

コンピュータを用いた面接式の全国世論調査（CASI: Computer Assisted Self-Administered 

Interview）と一般的な紙の調査票による面接式の全国世論調査（PAPI: Paper-and-Pencil 
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Interview）を併用している。 

 

調査時期 調査名 

第 1,2波：2003年 10-11月    

第 3,4波：2004年 6-7月 

開かれた社会に関する意識調査 

（JSS-GLOPE2003-04） 

第 1波：2005年 11月          

第 2波：2007年 2月 

21世紀日本人の社会・政治意識に関する調査 

（GLOPE2005-07） 

第 1波：2007年 6-7月       

第 2波：2007年 8-9月 

日本人の社会意識に関する世論調査 

（Waseda-CASI&PAPI2007） 

2009年 2-3月 
早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待に関する意識調査」 

（Waseda-PAPI2009） 

第 1波：2009年 8月           

第 2波：2009年 9月 

早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待と総選挙に関する世論調査」 

（Waseda-CASI&PAPI2009） 

第 1波：2010年 6-7月       

第 2波：2010年 7-8月 

早稲田大学・読売新聞共同実施「日本人の社会的期待と選挙に関する世論調査」 

（Waseda-CASI2010） 

 

 

補足 1．標本抽出方法 

１）層化 

① 全国の市区町村を県を単位として、９の地域ブロックに分類した。 

＜表１＞ 

地域ブロック 都道府県 

ブロック１ 北海道 北海道 

ブロック２ 東 北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

ブロック３ 関 東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 

ブロック４ 北 陸 新潟県、富山県、石川県、福井県 

ブロック５ 東 海 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

ブロック６ 近 畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

ブロック７ 中 国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

ブロック８ 四 国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

ブロック９ 九 州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

②各地域ブロック内においてさらに、市区町村を都市規模により、５つの層に分類した。 

・ 18大都市（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都特別区、横浜市、川崎市、新潟市、

静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市） 

・ 人口１５万以上の都市（１８大都市を除く） 

・ 人口５万以上の都市 

・ 人口５万未満の都市 

・ 郡  部（町 村） 

  （注）ここでいう都市・郡部とは、平成１７年１０月１日現在の市区町村とした。 

     その市区町村人口は平成１７年国勢調査各定数を基にして組み替えた。 

 

 ③地域ブロック、都市規模で分類された各セルの母集団(平成１７年国勢調査での２０歳以上人口)の 

大きさにより、１１５地点を比例配分し、各セルの地点数を決めた。端数は地域ブロック内で四捨五入。 
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２）抽出 

①  「地域ブロック」×「市区町村規模層」の各セルごとに、該当都道府県・市区町村・町丁目を全 11 桁

コード順にならべ、20歳以上人口を累積した。 

②  各セルごとに抽出間隔を以下の方法で決めた。 

     抽出間隔＝セルにおける国勢調査２０歳以上人口の合計／各セルで算出された地点数 

③  抽出間隔を上回らない任意の数字を乱数によりスタートナンバーとした。乱数は一様乱数。 

④  スタートナンバーにより、そのセルの第一の調査対象地点およびスタート人とした。 

以下、②で求めた抽出間隔で、調査地点を系統抽出で決めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  調査対象となる個人の抽出は、市役所・区役所・役場で抽出地点とスタート人に対応する有権者名

＜表２　平成１７年国勢調査確定値（20歳以上）＞

１８大都市
人口

１５万以上市
人口

５万以上市
人口

５万未満市
郡部
（町村）

合　計

1 北海道 1,539,659 959,631 724,802 385,071 1,000,358 4,609,521

2 東　北 817,027 2,207,829 1,764,196 1,046,089 1,935,419 7,770,560

3 関　東 12,783,946 11,659,305 7,392,887 1,132,658 3,316,139 36,284,935

4 北　陸 632,701 1,406,287 961,737 792,771 687,937 4,481,433

5 東　海 3,007,226 3,159,089 3,639,247 654,302 1,561,882 12,021,746

6 近　畿 5,272,075 5,563,621 3,934,956 615,571 1,418,918 16,805,141

7 中　国 913,850 2,570,212 1,325,137 663,761 720,128 6,193,088

8 四　国 0 1,314,964 701,603 506,289 808,978 3,331,834

9 九　州 1,924,654 2,817,785 2,903,616 1,357,510 2,694,216 11,697,781

26,891,138 31,658,723 23,348,181 7,154,022 14,143,975 103,196,039

＜表３　地点数＞

１８大都市
人口

１５万以上市
人口

５万以上市
人口

５万未満市
郡部
（町村）

合　計

1 北海道 2 1 1 0 1 5
2 東　北 1 3 2 1 2 9
3 関　東 14 13 8 1 4 40
4 北　陸 1 1 1 1 1 5
5 東　海 3 3 4 1 2 13
6 近　畿 6 6 4 1 2 19
7 中　国 1 3 1 1 1 7
8 四　国 0 1 1 1 1 4
9 九　州 2 3 3 2 3 13

30 34 25 9 17 115

地域

合　計

地域

合　計
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簿により、調査対象者を選出した。２番目以降は、「インターバル 21」で、系統抽出し、各地点ごとに

合計 26 人を抽出した。（「対『不備票』補充対象者」：第 1 波 3 人、第 2 波 1 人、計 4 人分を

含む。） 

 

補足 2．実施状況の詳細 

 本調査の実施状況は、下表のとおり。 

【設定標本数・実質標本数・総訪問数・有効回収数・回収不能数のまとめ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注＞ 

※1 長期不在：住所は確認できたが、近所や家族から長期に不在であると確認できた場合。単身赴任を含む。 

※2 一時不在 ： 住所は確認できたが、5回以上の訪問でも不在の場合。 

調査員に対しては、対象者が不在の場合日時を変えるなどして、最低でも５回は訪問する

よう指示。５回以上訪問しても不在の場合は、家族や近所に長期不在や単身赴任の確認

が取れない限り「一時不在」とした。 

※3 身体的障害 ： 病気・けが、聴力・言語障害など。 

※4 「⑩集合住宅で、名簿・建物に部屋番号／表札なし」は、不能理由としての設定が第 1波ではなく、第 2

波で追加した。そのため、第 1波では③住所不明として扱われている。 

※5 地点単位で、「対『不備票』補充対象者」に対する補充をした。したがって、「F 予備充当対

象（転居・死亡・部屋番号／表札なし）」が「対『不備票』補充対象者」数（第 1波 3名、第 2波 1

名）を超えて発生した場合地点では、その全員について予備充当することができなかった。そのため、「F 

予備充当対象」の合計数と、実際に充当をした「G 予備充当数」は一致しない。 

第１波 第２波

Ａ　設定標本数 1,840人 1,840人 3,680人 1,426人 1,507人 2,933人

Ｂ　実質標本数 1,836人 1,838人 3,674人 1,410人 1,498人 2,908人

Ｃ　総訪問数
　　（Ｄ＋Ｅの計※予備充当対象含む）

1,909人 1,932人 3,841人 1,461人 1,541人 3,002人

Ｄ　有効回収数（完了数） 736人 817人 1,553人 780人 933人 1,713人

　　・内　予備充当対象者 19人 30人 49人 10人 7人 17人

Ｅ　回収不能数（①～⑩の計） 1,173人 (61.4%) 1,115人 (57.7%) 2,288人 (59.6%) 681人 (46.6%) 608人 (39.5%) 1,289人 (42.9%)

不能理由

①調査拒否 811人 (42.5%) 735人 (38.0%) 1,546人 (40.2%) 481人 (32.9%) 428人 (27.8%) 909人 (30.3%)

②途中拒否 4人 (0.2%) 2人 (0.1%) 6人 (0.2%) 5人 (0.3%) 2人 (0.1%) 7人 (0.2%)

③住所不明 26人 (1.4%) 16人 (0.8%) 42人 (1.1%) 8人 (0.5%) 10人 (0.6%) 18人 (0.6%)

④長期不在　※１ 41人 (2.1%) 39人 (2.0%) 80人 (2.1%) 20人 (1.4%) 20人 (1.3%) 40人 (1.3%)

⑤一時不在　※2 151人 (7.9%) 170人 (8.8%) 321人 (8.4%) 90人 (6.2%) 86人 (5.6%) 176人 (5.9%)

⑥入院・老人ホームなどに入所 34人 (1.8%) 33人 (1.7%) 67人 (1.7%) 17人 (1.2%) 13人 (0.8%) 30人 (1.0%)

⑦身体的障害　※3 33人 (1.7%) 26人 (1.3%) 59人 (1.5%) 9人 (0.6%) 6人 (0.4%) 15人 (0.5%)

⑧転居 71人 (3.7%) 91人 (4.7%) 162人 (4.2%) 42人 (2.9%) 34人 (2.2%) 76人 (2.5%)

⑨死亡 2人 (0.1%) 3人 (0.2%) 5人 (0.1%) 1人 (0.1%) 0人 (0.0%) 1人 (0.0%)

⑩集合住宅で、名簿・建物に
　部屋番号／表札なし　　　　※4

- - - - - - 8人 (0.5%) 9人 (0.6%) 17人 (0.6%)

Ｆ　予備充当対象　計※5
　　（⑧～⑩の計）

73人 (3.8%) 94人 (4.9%) 167人 (4.3%) 51人 (3.5%) 43人 (2.8%) 94人 (3.1%)

Ｇ　予備充当数※5 69人 (3.6%) 92人 (4.8%) 161人 (4.2%) 35人 (2.4%) 34人 (2.2%) 69人 (2.3%)

Ｈ　予備充当不足数
　　（【Ｇ予備充当数】－
　　　【Ｆ予備充当対象】の差分）

4人 2人 6人 16人 9人 25人

＊上記の（　）比率は、不能の内訳比率を把握するために、【Ｃ総訪問数】を母数として比率を算出したものである。

ＣＡＳＩ ＰＡＰＩ 合計

予
備
充
当

ＣＡＳＩ ＰＡＰＩ 合計


